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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シーブと、シーブに巻き掛けられるロープと、前記シーブが回転すると駆動される前記
ロープによって昇降駆動される乗りかごと、を備えるエレベータ装置において、
　前記シーブが、交流電動機の駆動システムによって、回転駆動され、
　前記交流電動機の駆動システムは、
　並列多重接続される第１電力変換装置および第２電力変換装置と、
　前記第１電力変換装置および前記第２電力変換装置によって駆動される交流電動機と、
を備え、
　前記第１電力変換装置は、二相変調制御される第１インバータ部を有し、かつ前記第２
電力変換装置は二相変調制御される第２インバータ部を有し、
　前記第１電力変換装置は、直流出力が前記第１インバータ部の直流入力に接続される第
１コンバータ部を有し、かつ前記第２電力変換装置は、直流出力が前記第２インバータ部
の直流入力に接続される第２コンバータ部を有し、
　前記第１コンバータ部の前記直流出力および前記第２コンバータ部の前記直流出力に接
続される平滑コンデンサを備え、
　前記交流電動機は、固定的にＹ結線される第１三相巻線と、通常運転時と非常止め試験
時とで結線状態が変更される第２三相巻線を有し、前記通常運転時は、前記第２三相巻線
はＹ結線され、前記第１三相巻線と前記第２三相巻線の中性点間および端子間が電気的に
分離され、非常止め試験時には、前記第１三相巻線および前記第２三相巻線が一つのＹ結
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線となるように前記第２三相巻線の結線状態が変更され、
　前記通常運転時において、
　前記第１三相巻線は前記第１インバータ部の交流出力に接続され、かつ前記第２三相巻
線は前記第２インバータ部の交流出力に接続され、
　かつ、前記第１コンバータ部は、前記第１コンバータ部の交流入力側に流れる電流の零
相電流成分を零に近づけるように三相変調制御され、かつ前記第２コンバータ部は、前記
第２コンバータ部の交流入力側に流れる電流の零相電流成分を零に近づけるように三相変
調制御されることを特徴とするエレベータ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、並列多重化インバータによって交流電動機を駆動する交流電動機の駆動シス
テム並びにそれを用いたエレベータ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、高速あるいは大型エレベータ装置などを駆動する大容量の交流可変速駆動システ
ムを実現する場合、半導体スイッチング素子を用いたパルス幅変調制御を行う単位電力変
換装置を多重化して電力容量を増加する。多重化の一例としては、複数の単位電力変換装
置を並列に接続し、同一の三相電圧指令に基づき並列運転を行う電力変換システムがある
。
【０００３】
　このような電力変換システムでは、一般に、制御回路の動作遅延及び、半導体スイッチ
ング素子のスイッチング速度のばらつきに起因して、電圧指令に遅延時間が生じる。並列
接続された複数の単位電力変換装置の電圧指令に遅延時間により差異が発生する場合、上
下アームのゲートに異なる信号が入力され、単位電力変換装置間に循環電流が流れる。
【０００４】
　図６（ａ）～（ｄ）は、２台の単位電力変換装置を並列接続する場合における、循環電
流の経路の一例を示す。循環電流は、図６（ａ）および図６（ｂ）ではインバータ側に流
れ、図６（ｃ）および図６（ｄ）ではコンバータ側に流れる。なお、各図においては、循
環電流の経路に含まれるインバータおよびコンバータの一相分の回路を図示している。図
６（ａ）および図６（ｂ）が示すように、循環電流がインバータ側を流れる場合、一方の
単位電力変換装置の上アーム，交流出力，他方の単位電力変換装置の下アームおよび平滑
コンデンサを含む経路で流れる。また、図６（ｃ）および図６（ｄ）が示すように、循環
電流がコンバータ側を流れる場合、一方の単位電力変換装置の上アーム，電源入力，他方
の単位電力変換装置の下アームおよび平滑コンデンサを含む経路で流れる。このような循
環電流は、電力変換システムの電力損失を増大させるとともに、トルク脈動の原因となる
だけでなく、機器の故障の要因ともなる。
【０００５】
　上記のような、並列多重化並びにそれに伴う循環電流の抑制に関する従来技術として、
特許文献１並びに特許文献２に記載の技術がある。
【０００６】
　特許文献１に記載の技術においては、コンバータ回路，インバータ回路および平滑回路
からなる電力変換回路を備え、三相変調制御される電力変換回路が２台並列に接続される
。さらに、本技術においては、インバータ側あるいはコンバータ側に流れる電流の循環電
流成分を検出し、検出される循環電流を零に近づけるように電圧指令に補償量を加える。
【０００７】
　また、特許文献２に記載の技術においては、二相変調制御される三相インバータが複数
台並列に接続される。さらに、本技術においては、インバータ間の循環電流を抑制するた
めに、固定相を基準とした線間電圧を出力しつつ相電流に対して電流制御を行う。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－１３４８３３号公報
【特許文献２】特開２００４－３６４３５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　並列多重化インバータ装置によって交流電動機を駆動する場合、電力変換装置の制御方
式としては、三相変調方式が一般的であるが、各スイッチング素子のスイッチング回数を
低減してスイッチング損失を小さくするために、二相変調方式が用いられる場合がある。
二相変調方式では、所定期間において、三相の内のある一相の上アームおよび下アームを
それぞれ常時オン（オフ）および常時オフ（オン）し、他の二相をＰＷＭ制御する。この
ため、３相に対する電圧指令のパターンが３ｎ（ｎ：自然数）モード、例えば、１２モー
ド存在し、モードが順次切り替わる。このモード切り替え時に、電力変換装置間で電圧指
令に差異が発生する場合、出力電圧の変化量が三相変調方式の場合よりも大きくなること
から、大きな循環電流が流れる。特に、各電力変換装置間の出力電圧の変化量の大きな変
調率の低い領域で、循環電流は大きくなる。
【００１０】
　図７（ａ）および図７（ｂ）は、本発明者が検討した循環電流の波形例を示す。図７（
ｂ）は、図７（ａ）の時間軸を拡大したものである。各図とも、２台のインバータを並列
接続した場合について、上から、第一のインバータの電圧指令の波形、第二のインバータ
の電圧指令の波形および循環電流の波形を示す。本図より、電圧指令のモード切り替え時
における制御区間で循環電流が大きくなることが判る。
【００１１】
　これに対し、特許文献１に開示された技術を適用すると、電圧指令に循環電流を抑制す
る補償量を加えるタイミングが、モードの切替え時点付近である場合、加えた補償量によ
り電圧指令は、本来の制御区間とは異なるモードに遷移する。このため、制御区間のモー
ドが各電力変換装置間で異なる場合、循環電流抑制制御の効果を十分に得ることができな
い。
【００１２】
　また、特許文献２に開示された技術では、各電力変換装置にインピーダンスの等しいＬ
Ｃフィルタを接続するため、部品点数が増加し、電力変換装置が大型化すると共にコスト
が増加する。
【００１３】
　そこで、本発明は、二相変調制御される並列多重化インバータにより交流電動機を駆動
する場合に、装置の大型化やコスト増を伴うことなくインバータ間の循環電流を確実に抑
制できる交流電動機の駆動システム並びにそれを用いたエレベータ装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記課題を解決するために、本発明によるエレベータ装置は、シーブと、シーブに巻き
掛けられるロープと、前記シーブが回転すると駆動される前記ロープによって昇降駆動さ
れる乗りかごと、を備え、交流電動機の駆動システムによって、前記シーブが回転駆動さ
れ、前記交流電動機の駆動システムは、並列多重接続される第１電力変換装置および第２
電力変換装置と、前記第１電力変換装置および前記第２電力変換装置によって駆動される
交流電動機と、を備え、前記第１電力変換装置は、二相変調制御される第１インバータ部
を有し、かつ前記第２電力変換装置は二相変調制御される第２インバータ部を有し、前記
第１電力変換装置は、直流出力が前記第１インバータ部の直流入力に接続される第１コン
バータ部を有し、かつ前記第２電力変換装置は、直流出力が前記第２インバータ部の直流
入力に接続される第２コンバータ部を有し、前記第１コンバータ部の前記直流出力および
前記第２コンバータ部の前記直流出力に接続される平滑コンデンサを備え、前記交流電動
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機は、固定的にＹ結線される第１三相巻線と、通常運転時と非常止め試験時とで結線状態
が変更される第２三相巻線を有し、前記通常運転時は、前記第２三相巻線はＹ結線され、
前記第１三相巻線と前記第２三相巻線の中性点間および端子間が電気的に分離され、非常
止め試験時には、前記第１三相巻線および前記第２三相巻線が一つのＹ結線となるように
前記第２三相巻線の結線状態が変更され、前記通常運転時において、前記第１三相巻線は
前記第１インバータ部の交流出力に接続され、かつ前記第２三相巻線は前記第２インバー
タ部の交流出力に接続され、かつ、前記第１コンバータ部は、前記第１コンバータ部の交
流入力側に流れる電流の零相電流成分を零に近づけるように三相変調制御され、かつ前記
第２コンバータ部は、前記第２コンバータ部の交流入力側に流れる電流の零相電流成分を
零に近づけるように三相変調制御される。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、二重巻線を備えた交流電動機によりインバータ側における循環電流の
経路が開放されるので、インバータ側に流れる循環電流が抑制される。このため、並列多
重接続した電力変換装置において新たな部品追加など特段の変更を加えることなく、従っ
て装置の大型化やコスト増を伴うことなく、循環電流を抑制することができる。また、本
発明によれば、エレベータ装置の信頼性を、エレベータ装置の大型化やコスト増を伴わず
に向上することができる。
【００１８】
　上記した以外の課題、構成および効果は、以下の実施形態の説明により明らかにされる
。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第一の実施例である交流電動機の駆動システムを示す。
【図２（ａ）】二相変調制御の電圧モードの条件を示す。
【図２（ｂ）】二相変調制御の電圧指令波形を示す。
【図３（ａ）】エレベータの通常運転時における三相交流電動機の巻線の結線図である。
【図３（ｂ）】非常止め試験運転時における三相交流電動機の巻線の結線図である。
【図４（ａ）】実施例１において循環電流が抑制される電流経路を示す。
【図４（ｂ）】実施例１において循環電流が抑制される電流経路を示す。
【図４（ｃ）】実施例１において循環電流が抑制される電流経路を示す。
【図４（ｄ）】実施例１において循環電流が抑制される電流経路を示す。
【図５】本発明の第二の実施例である交流電動機の駆動システムを示す。
【図６（ａ）】並列接続される電力変換装置における循環電流の経路の一例を示す。
【図６（ｂ）】並列接続される電力変換装置における循環電流の経路の一例を示す。
【図６（ｃ）】並列接続される電力変換装置における循環電流の経路の一例を示す。
【図６（ｄ）】並列接続される電力変換装置における循環電流の経路の一例を示す。
【図７（ａ）】循環電流の波形例を示す。
【図７（ｂ）】図７（ａ）の拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施例について、図面を用いて説明する。
【実施例１】
【００２１】
　図１は、本発明の第一の実施例である交流電動機の駆動システムを示す。本駆動システ
ムはエレベータ駆動用である。
【００２２】
　本実施例では、並列接続された電力変換装置３１および電力変換装置３２が、商用電源
１１から入力する一定電圧かつ一定周波数の三相交流電力を可変電圧かつ可変周波数の三
相交流電力に変換して出力する。出力された三相交流電力によって、三相交流電動機２１
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が駆動される。三相交流電動機２１は二重巻線を備えるが、これにより、後述するように
、電力変換装置間に流れる循環電流が抑制される。なお、三相交流電動機２１としては、
誘導電動機や永久磁石式同期電動機などが用いられる。
【００２３】
　本実施例におけるエレベータにおいては、ロープ４５がシーブ４１およびプーリ４６に
巻きかけられ、ロープ４５の両端に釣り合い錘４２と乗りかご４３が取り付けられる。ま
た、乗りかご４３および釣り合い錘４２の下部には、プーリ４４に巻きかけられる釣り合
いチェーン４７が取り付けられる。本エレベータにおいては、交流電動機２１によってシ
ーブ４１が回転することによりロープ４５が駆動され、乗りかご４３が昇降路内を昇降す
る。
【００２４】
　電力変換装置３１は、商用電源１１から入力する三相交流電力を直流電力に変換するコ
ンバータ部１５１と、コンバータ部１５１が出力する直流電力を三相交流電力に変換する
インバータ部１５２を備える。コンバータ部１５１の交流入力はフィルタ１２１を介して
商用電源１１に接続される。コンバータ部１５１の直流出力とインバータ部１５２の直流
入力とが互いに接続される。コンバータ部１５１の直流出力には平滑コンデンサ１６１が
接続される。インバータ部１５２の交流出力はフィルタ１２２を介して三相交流電動機２
１の二重巻線の内の一方に接続される。なお、コンバータ部１５１およびインバータ部１
５２の主回路における各相の上下アームは、半導体スイッチング素子とダイオードの逆並
列回路で構成される。本実施例では、半導体スイッチング素子としてＩＧＢＴ（Insulate
d Gate Bipolar Transistor）が用いられるが、ＭＯＳＦＥＴなど他のスイッチング素子
を用いても良い。なお、このようにインバータ部とコンバータ部を備える構成は、高速エ
レベータなどに用いられる大容量の交流電動機を駆動する電力変換装置に適した構成であ
る。
【００２５】
　電力変換装置３１におけるコンバータ部１５１およびインバータ部１５２は、それぞれ
制御器１４１および制御器１４２によって、二相変調方式のパルス幅変調制御（以下ＰＷ
Ｍ制御と記す）によって制御される。具体的には、制御器１４１は、電源側電流検出器１
３１によって検出されるコンバータ部１５１の交流入力に流れる電流に基づいて、コンバ
ータ部１５１が所定の直流電圧を出力するようにコンバータ部１５１の半導体スイッチン
グ素子をオン・オフ制御するための制御信号を作成する。また、制御器１４２は、電動機
側電流検出器１３２によって検出されるインバータ部１５２の交流出力に流れる電流に基
づいて、交流電動機２１の回転速度が速度指令値に追従するようにインバータ部１５２の
半導体スイッチング素子をオン・オフ制御するための制御信号を作成する。
【００２６】
　他方の電力変換装置３２の回路構成は、上述した電力変換装置３１と同じ回路構成を備
える。但し、電力変換装置３２の三相交流出力、すなわち電力変換装置３２のインバータ
部の交流出力は交流電動機２１の二重巻線の内の他方に接続される。すなわち、電力変換
装置３１および３２の三相交流出力は、それぞれ交流電動機２１の別の巻線に接続される
。また、後述するように、電力変換装置３１および３２の平滑コンデンサを共通化するこ
ともできるが、本実施例では、電力変換装置３１および３２がそれぞれ個別に独立した平
滑コンデンサを備える。
【００２７】
　ここで、二相変調制御について簡単に説明する。
【００２８】
　図２（ａ）は、二相変調制御の電圧モードの条件を示す。また、図２（ｂ）は、上から
、第一の電圧指令波形および第二の電圧指令波形を示すとともに、各波形と電圧モードと
の対応を示す。図２（ｂ）の上図が示す各出力相に対応する第１の電圧指令値（Ｖｕ＊，
Ｖｖ＊，Ｖｗ＊）の中間値と、中間値の極性とに応じて、第１の電圧指令波形の一周期が
、図２（ａ）に示すような３ｎ（ｎ：自然数）個、本実施例では１２個の電圧モードに分
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けられる。そして、各モードにおいて、中間値が負の場合、第１の電圧指令値が最大とな
る相の上アームを常時オンすると共に下アームを常時オフとし、中間値が正の場合、第１
の電圧指令値が最小となる相の上アームを常時オフすると共に下アームを常時オンするよ
うに、図２（ｂ）の下図が示すように、ＰＷＭ制御における三角波と比較するための第二
の電圧指令（Ｖｕ，Ｖｖ，Ｖｗ）が公知の演算方法により作成される（例えば、特開２０
１１－１１４９９１号公報参照）。各電圧モードにおいて、第二の電圧指令値（Ｖｕ，Ｖ
ｖ，Ｖｗ）の内の一つが、三角波キャリアの最大値あるいは最小値と等しい電圧値のまま
維持される。この領域では、対応する半導体スイッチング素子が常時オンあるいは常時オ
フの状態となるため、スイッチング損失が発生しない。従って、並列多重化により多数の
半導体スイッチングがオン・オフ制御される本実施例の駆動システムにおいて発生する電
力損失が低減される。
【００２９】
　次に、本実施例における、二重巻線を備える交流電動機について説明する。
【００３０】
　図３（ａ）および（ｂ）は、本実施例における三相交流電動機２１が備える二重巻線の
結線状態を示す。図３（ａ）は、エレベータの通常運転時における結線図であり、図３（
ｂ）は非常止め試験運転時の結線図である。本実施例における三相交流電動機は、端子Ｕ
２，Ｖ２，Ｗ２を備え、固定的にＹ結線された三相巻線と、端子Ｕ１，Ｖ１，Ｗ１を備え
、通常運転時と非常止め試験時とで結線状態を変更可能な三相巻線を有する。
【００３１】
　図３（ａ）に示すように、通常運転時においては、端子Ｕ１，Ｖ１，Ｗ１を有する三相
巻線がＹ結線される。ここで、交流電動機内において、Ｙ結線の端子Ｕ１－Ｕ２間，Ｖ１
－Ｖ２間，Ｗ１－Ｗ２間、並びに中性点間は電気的に絶縁されている。すなわち、本実施
例における三相交流電動機は、電気的に分離された二つのＹ結線を備える二重巻線構造を
有する。交流電動機の端子Ｕ１，Ｖ１，Ｗ１は図１における電力変換装置３１の交流出力
に接続される。また、交流電動機の端子Ｕ２，Ｖ２，Ｗ２は図１における電力変換装置３
２の交流出力に接続される。これにより、後述するように、電力変換装置３１および３２
の出力間が分離されるため、インバータ部側において循環電流の経路が電気的に開放され
る。従って、インバータ部側における循環電流を抑制することができる。
【００３２】
　次に、非常止め試験運転時では、図３（ｂ）に示すように、端子Ｕ１，Ｖ１，Ｗ１を備
え、通常運転時にＹ結線されていた三相巻線の各相の中性点側の端子Ｘ１，Ｙ１，Ｚ１を
、それぞれ端子Ｕ２，Ｖ２，Ｗ２と短絡させる。これにより、各相の巻線のターン数が通
常運転時の２倍となる一つのＹ結線が構成される。このため、各相に所定の電流が流れる
場合の発生磁束が通常運転時の２倍となるので、通常運転時の２倍のトルクを発生するこ
とができる。非常止め試験運転時には、一つのＹ結線に対して電力変換装置電動機３１お
よび３２が並列接続される。このため、各電力変換装置の制御を三相変調方式のＰＷＭ制
御に切り替え、各電流検出器によって検出された電流の零相電流成分を零に近づけるよう
にインバータ部およびコンバータ部を制御する。
【００３３】
　以下、本実施例の動作について説明する。
【００３４】
　図４（ａ）～（ｄ）は、本実施例において循環電流が抑制される電流経路を示す。各図
は、コンバータ部の電圧指令が電力変換装置３１と電力変換装置３２とで一致しており、
インバータ部の電圧指令が電力変換装置３１と電力変換装置３２とで一致していない場合
を示している。また、簡単化のため、一相分のみを記載している。
【００３５】
　各図に示すように、インバータ部では、電力変換装置３１と電力変換装置３２とで電圧
指令が一致していないため、一方の電力変換装置の上アームと他方の電力変換装置の下ア
ームにおける半導体スイッチング素子が同時にオンする状態が生じる。これらの半導体ス
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イッチング素子と、コンバータ部における上アームあるいは下アームと、並列接続される
コンバータ部の交流入力と、一方の平滑コンデンサおよび交流電動機を通るループからな
る経路は、二重巻線を備えた電動機により電気的に開放される。このため、この経路に流
れる循環電流が抑制される。なお、電力変換装置３１と電力変換装置３２でコンバータの
電圧指令が不一致の場合でも、同様に循環電流が抑制される。
【００３６】
　また、本実施例では、二重巻線を備えた交流電動機によりインバータ側の経路が開放さ
れるので、インバータ側に流れる循環電流が抑制される。さらに、本実施例では、電力変
換装置毎に独立に平滑コンデンサを設けているので、循環電流の経路はコンバータ側とイ
ンバータ側を含むループとなる。このため、図４（ａ）～（ｄ）が示すように、二重巻線
を備えた電動機によりインバータ側の経路が開放されると、コンバータ部の電源入力側を
含むループからなる経路が開放される。これにより、電源側の循環電流も抑制することが
できる。なお、本実施例では、コンバータ部も二相変調制御することにより電力変換装置
全体のスイッチング損失が低減されているが、三相変調制御としても、同様に、コンバー
タ側の循環電流を抑制することができる。
【００３７】
　また、本実施例によれば、電動機の巻線を二重巻線にすることにより、フィルタなどの
部品を追加することなく、循環電流を抑制できる。このため、並列多重化されたインバー
タ部を備える電力変換装置が並列多重化される交流電動機の駆動システムの信頼性を、装
置の大型化やコスト増を招くことなく、向上することができる。さらに、このような交流
電動機の駆動システムをエレベータ装置に用いることにより、装置の大型化やコスト増を
招くことなく、エレベータ装置の信頼性を向上することができる。
【実施例２】
【００３８】
　図５は、本発明の第二の実施例である交流電動機の駆動システムを示す。本図において
は、コンバータ部１５１ａ，１５１ｂ（ＣＯＮＶ）およびインバータ部１５２ａ，１５２
ｂ（ＩＮＶ）については、具体的な主回路構成は省略し、ブロック図で示す。なお、エレ
ベータ部は記載を省略している。また、電力変換装置３２の制御器及び電源側電流検出器
は電力変換装置３１と同じであり、記載を省略している。
【００３９】
　図１の実施例１と同様に、電力変換装置３１のインバータ部１５２ａは制御器１４２ａ
によって二相変調方式でＰＷＭ制御され、電力変換装置３２のインバータ部１５２ｂも図
示されない制御器によって二相変調方式でＰＷＭ制御される。また、インバータ部１５２
ａおよび１５２ｂの交流出力が、それぞれ、二重巻線を備える三相交流電動機２１の一方
および他方の巻線に接続される。これにより、実施例１と同様に、インバータ部側に流れ
る循環電流を抑制することができる。
【００４０】
　本実施例においては、実施例１と異なり、平滑コンデンサ１６１が、電力変換装置３１
のコンバータ部１５１ａの直流出力と電力変換装置３２のコンバータ部１５２ａの直流出
力との両方に接続される。すなわち、電力変換装置３１と電力変換装置３２とで、平滑コ
ンデンサが共通化されている。このため、制御器１４１ａは、電源側電流検出器１３１に
よって検出される電流の零相成分が電流指令値Ｉ０

＊すなわち零に近づくように、電力変
換装置３１のコンバータ部１５１ａを三相変調方式でＰＷＭ制御する。同様に、電力変換
装置３２のコンバータ部１５１ｂの図示しない制御器は、図示しない電源側電流検出器に
よって検出される電流の零相成分が零に近づくように、コンバータ部１５１ｂを三相変調
方式でＰＷＭ制御する。これにより、コンバータ部側すなわち電源側に流れる循環電流を
抑制することができる。
【００４１】
　コンバータ部を、上記のような循環電流抑制制御を適用せずに、単に三相変調制御して
も良い。この場合も、二重巻線を備えた交流電動機によりインバータ側の経路が開放され
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もコンバータの損失が小さいから、インバータを二相変調方式にすることにより、電力変
換装置の電力損失を低減することができる。
【００４２】
　なお、本発明は前述した各実施形態に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれ
る。例えば、前述した各実施形態は本発明を分かりやすく説明するために詳細に説明した
ものであり、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また
、ある実施形態の構成の一部を他の実施形態の構成に置き換えることが可能であり、さら
に、ある実施形態の構成に他の実形態の構成を加えることも可能である。さらにまた、各
実施例の構成の一部について、他の構成の追加・削除・置き換えをすることが可能である
。
【００４３】
　例えば、実施例１および実施例２において、コンバータ１５１ａ，１５１ｂに代えて、
ダイオード整流装置などの他の直流電源を用いても良い。また、実施例２において、並列
多重化されるインバータ部１５２ａ，１５２ｂに対し、一台のコンバータ部あるいは一台
のダイオード整流装置もしくは一台の他の直流電源によって直流電力を入力しても良い。
これらの場合においても、二重巻線を備えた交流電動機によりインバータ側の経路が開放
されるので、インバータ側に流れる循環電流が抑制される。
【００４４】
　また、図３（ａ）および図３（ｂ）に示した巻線の結線は、エレベータ用の三相交流電
動機に限らず、通常運転時よりも大きなトルクを要する運転モードを有する負荷を駆動す
る三相交流電動機にも適用できる。
【符号の説明】
【００４５】
１１　…　商用電源
２１　…　三相交流電動機
３１，３２　…　電力変換装置
４１　…　シーブ
４２　…　釣り合い錘
４３　…　乗りかご
４４　…　プーリ
４５　…　ロープ
４６　…　プーリ
４７　…　釣り合いチェーン
１２１，１２２　…　フィルタ部
１３１　…　電源側電流検出器、
１４１，１４２　…　インバータの制御器
１５１，１５１ａ，１５１ｂ　…　コンバータ部、
１５２，１５１ａ，１５２ｂ　…　インバータ部
１６１　…　平滑コンデンサ
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